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1.   はじめに 
近年、企業間競争において、企業の持つ知識や能力の重要性が高まっており、他者に先
駆けて新たな知識を素早く学習し、獲得することが重要となっている(Prahalad and 
Hamel,1990; D’Aveni,1994; Lane and Lubatkin, 1998; Jansen, Van Den Bosch and Volberda, 
2005; Teece and Pisano,1994)。その一つの方法として合併がある。企業は、様々な理由で合
併を行うが(Trautwein,1990)、経済的な面では、水平統合を行うことによる規模の経済やマ
ーケットシェア拡大、垂直統合を行うことによる取引費用削減と利益の確保などがその目































































2   理論と仮説 























































2.2   技術知識と市場知識 
企業の持つ知識の構成要素について、複数の先行研究が技術知識と市場知識に分けて定
義を行っている(Kogut and Zander, 1992; Shane, 2000; Song et al., 2005)。ここでいう技術と
は，実現したいことを達成する過程に付随する，不確実性を削減する科学的仕組みを意味
し，技術知識は，技術を実現するための知識を意味する（Rogers, 1995; Zander and Kogut, 
1995）。市場知識とは，技術知識を応用・事業化するための知識を意味する（Teece, 2007; 
















and Maurer1997; Gatignon and Xuereb 1997; Renko, Carsrud and Brännback, 2009; Slater and 
Narver 1995)。近年、新製品開発とイノベーション研究の中心は、技術知識と市場知識の
組み合わせへと移行してきているのである（Renko, Carsrud and Brännback, 2009）。技術知
識と市場知識はそれぞれ補完的な存在でありながら、互いに組み合わせて考えることによ
り、組織パフォーマンスに対して効果を発揮するといえる(Lane et al., 2006; Lichtenthaler, 




2.3   組織間学習と知識移転 
組織間で知識の移転が起こるプロセスには「知識の公開」と「知識の獲得・同化」とい


































この知識をもとに、新しい知識を理解しているとしている(e.g., Cohen and Levinthal, 1990)。
知識は、組織間で提携や合併などにより移転されるごとに、合併の目的を実現するための
相互学習と協調性をもたらす(Kogut and Zander, 1992; Tsai and Ghoshal, 1998)。しかしなが
ら、知識移転のためには、双方の持つ知識に関連性が必要となるため、提携や合併をした















2.4   知識の関連性 
先行研究では、知識の関連性(relatedness)について曖昧な取り扱いをしてきているが、




に重点をおいている程度のことである(Larsson and Finkelstein, 1999)。技術知識の補完性と
は、企業同士が技術的問題解決のために互いに共有している広い特定分野知識内における
異なる特定分野の知識に重点をおいている程度のことである(Larsson and Finkelstein, 
1999)。 




ある(Larsson and Finkelstein, 1999)。市場の補完性は、企業の持つ異なった資源や能力の組







































































































3   研究の枠組み 












technique) (White, 1982)を合わせて用いた。 

















































































開始している年から合併年までの年数を創業年数として計算した(Sørensen and Stuart, 
2000)。先行研究では、創業年数が増加するほどイノベーションが起きる反面、環境適応
能力が低くなるとしているため、コントロールした(Abernathy and Utterback 1978; Sørensen 














and Hage, 1971; Hitt et al., 1997; Pierce and Delbecq, 1977; Sørensen and Stuart, 2000)。例えば、












ミーを 1年ごとに 13個作成した。合併年が 1996年の場合は、1996年ダミーが 1、それ以
外の年ダミーはすべて 0となる。 
 
4   結果 
表 1 基本統計量 
変数 観測数 平均 標準偏差 最小値 最大値 
1 消滅企業特許引用数 100      12.37       52.94       0.00      470.00 
2 水平統合ダミー 100       0.71        0.46       0.00        1.00 
3 国内競争ダミー 100       0.28        0.45       0.00        1.00 
4 基盤強化ダミー 100       0.39        0.49       0.00        1.00 
5 合理化ダミー 100       0.68        0.47       0.00        1.00 
6 スピード向上ダミー 100       0.22        0.42       0.00        1.00 
7 研究開発ダミー 100       0.24        0.43       0.00        1.00 
8 事業規模縮小ダミー 100       0.06        0.24       0.00        1.00 
9 合併時創業年数比率 100       0.85        1.51       0.02       13.67 
10 社員数比率 100       0.36        0.58       0.00        4.41 
11 純資産比率 100       1.05        8.70      -0.10       87.17 
12 合併時保有株式比率 100      62.38       44.51       0.00      100.00 
13 存続企業設立年 100   1935.45       22.69   1881.00     2003.00 
14 存続企業資本金 100 294071.80 1409736.00   1058.00 9891708.00 
15 存続企業研究開発費 100  12271.65   29690.61       0.00  169838.00 
16 存続企業上場ダミー 100       0.79        0.41       0.00        1.00 
17 存続企業特許権 
・実用新案権費 
100     678.78   3 907.79       0.00   27550.00 
18 存続企業営業利益 100 12918.22   19479.36 -52994.00  100533.00 
19 消滅企業技術関連性 100        0.13        0.24       0.00        1.00 
20 消滅企業市場関連性 100        0.04        0.14       0.00        1.00 
21 存続企業技術関連性 100        0.38        0.46       0.00        1.00 
22 存続企業市場関連性 100        0.09        0.27       0.00        1.25 
23 消滅企業技術 
X市場関連性 
100        0.01        0.06       0.00        0.36 
24 存続企業技術 
X市場関連性 
100        0.04        0.16       0.00        1.00 
  
表 4.2 相関表 
変数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 
1 消滅企業特許引用数 1                  
2 水平統合ダミー  .12 1                 
3 国内競争ダミー  .01  .06 1                
4 基盤強化ダミー  .01  .15  .05 1               
5 合理化ダミー -.20  .08 -.05 -.20 1              
6 スピード向上ダミー  .06  .18  .05  .02  .00 1             
7 研究開発ダミー  .08  .10  .22  .27 -.12  .21 1            
8 事業規模縮小ダミー -.01 -.12 -.06 -.20 -.10  .07  .06 1           
9 合併時創業年数比率 -.02  .04  .01 -.04  .04 -.07 -.06 -.06 1          
10 社員数比率  .10  .11  .02  .13 -.13 -.05  .01 -.13  .05 1         
11 純資産比率 -.02  .07  .16  .13  .06 -.05  .18 -.03  .05  .18 1        
12 合併時保有株式比率  .10 -.25 -.23 -.22  .07  .03 -.18  .18 -.14 -.29 -.15 1       
13 存続企業設立年 -.12 -.08 -.05 -.17  .23 -.01  .00  .04  .44  .05  .09 -.15 1      
14 存続企業資本金 -.02 -.10 -.06  .02  .09 -.07 -.09 -.03  .02 -.10 -.02  .12  .01 1     
15 存続企業研究開発費  .74  .19  .05 -.03 -.18  .20  .23  .10 -.05 -.06  .00  .06 -.11 -.03 1    
16 存続企業上場ダミー  .07  .05 -.01 -.09  .01  .10  .17  .13 -.11 -.10  .05  .23 -.11  .06  .01 1   
17 存続企業特許権・ 
実用新案権費 
 .46  .10  .22  .16 -.23  .25  .25 -.03 -.03 -.07 -.02  .01 -.17 -.01  .59  .09 1  
18 存続企業営業利益  .28  .07  .17 -.08 -.19  .10  .20 -.15 -.06 -.03  .03  .00 -.11 -.05  .20  .11 .04 1 
19 消滅企業技術関連性  .11  .23  .16  .22 -.03  .09  .27 -.09  .04  .49  .38 -.36  .01 -.05  .15  .03 .03 .10 
20 消滅企業市場関連性 -.03  .16  .04 -.06  .10 -.04  .08 -.07  .03  .14  .23 -.15 -.09 -.05 -.02  .03 -.04 .08 
21 存続企業技術関連性  .31  .21  .10  .17 -.12  .23  .29 -.13 -.05  .07 -.07 -.01 -.05  .04  .35  .03 .21 .14 
22 存続企業市場関連性 -.03  .16  .07  .05  .06  .03  .24 -.09  .03  .22  .34 -.27 -.11 -.06  .01  .00 -.05 .08 
23 消滅企業技術 
X市場関連性 
-.04  .14  .21  .03  .05  .03  .22 -.07  .03  .28  .62 -.23 -.08 -.05  .04 -.02 -.02 .18 
24 存続企業技術 
X市場関連性 
 .01  .09  .08  .05  .11  .00  .15 -.07  .00  .12  .01 -.14 -.13 -.05 -.03 -.04 -.04 -.03 
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 表 4.2 相関表(続き) 
変数 19 20 21 22 23 24 
19 消滅企業技術関連性 1      
20 消滅企業市場関連性 .27 1     
21 存続企業技術関連性 .25 .10 1    
22 存続企業市場関連性 .40 .85 .08 1   
23 消滅企業技術 
X市場関連性 
.57 .64 .05 .75 1  
24 存続企業技術 
X市場関連性 
.27 .74 .26 .76 .55 1 
18 
 表 4.3 負の二項分布回帰モデルの結果 
変数 消滅企業特許引用数 I II III Ⅳ Ⅴ 
2 水平統合ダミー  3.25*** (1.22)  1.64 (1.20) 2.81* (1.46)   1.36 (1.12) 1.94 ( 1.43) 
3 国内競争ダミー   .27 (1.30) - .98 (1.02) -1.06 (1.54) - .84 (1.03) -1.09 ( 1.21) 
4 基盤強化ダミー  2.34** ( .96) 1.62** ( .81) 2.59*** ( .77)  1.89** ( .75) 2.87*** (  .85) 
5 合理化ダミー   .81 (1.15) 2.00** ( .93) 1.5 (1.14)  1.48** ( .74) 2.02 ( 1.29) 
6 スピード向上ダミー -2.74** (1.12) -2.95*** ( .85) -1.88 (1.15) -2.20*** ( .59) -1.01 ( 1.38) 
7 研究開発ダミー   .73 (1.20)   .26 ( .57)   .29 (1.16)    .75* ( .41)   .64 ( 1.20) 
8 事業規模縮小ダミー   .83 (2.13)   .69 (3.62) - .22 (2.96) -2.51 (3.05) -1.29 ( 3.11) 
9 合併時創業年数比率 - .39 ( .76) - .2 ( .31) - .4 ( .57) - .21 ( .23) - .44 (  .62) 
10 社員数比率 2.09*** ( .54) 2.16*** ( .50)  1.70*** ( .57)  2.75*** ( .54) 1.53*** (  .59) 
11 純資産比率 -1.59 (1.69) - .13*** ( .04) -4.01** (1.58) - .07* ( .04) -3.02 ( 1.91) 
12 合併時保有株式比率 - .01 ( .01) - .01 ( .01) - .01 ( .01) - .02 ( .01) - .01 (  .01) 
13 存続企業設立年   .04* ( .02)   .02 ( .02)   .07** ( .03)   .00 ( .02)   .05 (  .03) 
14 存続企業資本金   .00*** ( .00)   .00** ( .00)   .00*** ( .00)   .00*** ( .00)   .00*** (  .00) 
15 存続企業研究開発費   .00*** ( .00)   .00*** ( .00)   .00*** ( .00)   .00*** ( .00)   .00*** (  .00) 
16 存続企業上場ダミー - .03 (1.30)   .32 ( .77)   .02 (1.26)   .52 ( .55) - .42 (  .83) 
17 存続企業特許権・ 
実用新案権費 
  .00 ( .00)   .00** ( .00)   .00** ( .00)   .00 ( .00)   .00 (  .00) 
18 存続企業営業利益   .00** ( .00)   .00 ( .00)   .00** ( .00)   .00** ( .00)   .00*** (  .00) 
19 消滅企業技術関連性   4.18*** ( .87)    3.37*** ( .71)   
20 消滅企業市場関連性   1.55*** ( .60)   -6.34*** (2.22)   
21 存続企業技術関連性     9.27*** (3.13)   11.61*** ( 3.91) 
22 存続企業市場関連性     2.17*** ( .70)   6.82*** ( 2.38) 
23 消滅企業技術 
X市場関連性 
        9.99*** (3.09)   
24 存続企業技術 
X市場関連性 
        -28.09** (13.16) 
 観測数 100  100  100  100  100  




図 1 消滅企業交互作用分析結果 図 2 存続企業交互作用分析結果 
  







ミーを除いたモデルⅡを基準とした VIF(variance inflation factor)の結果では、最大が 3 .79
で 7以下のため、問題ないと判断した(Belsley, Kuh, and Welsch, 1980)。図 1の交互作用の
グラフの各ラインは、式 4に式 5を足したものが消滅企業市場関連性(低)、式 4に式 6を
足したものが消滅企業市場関連性(高)となっている。図 2も同様の方法で作成した。 
 
(分析結果係数 X 技術関連性) + (分析結果係数 X 市場関連性) (式 4) 
分析結果係数 X (消滅企業市場関連性の全体平均 - 1標準偏差) (式 5) 
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